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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．提出会社は、平成16年6月17日開催の第31回定時株主総会の決議により、連結会計年度を、第32期は平成16年3月21日か

ら平成16年6月20日までの3カ月間、また第33期は平成16年6月21日から平成17年3月20日までの9カ月間に変更しておりま

す。 

４．第33期中間期については、変則決算であり、証券取引法第24条の５及び「企業内容等の開示に関する留意事項について

（企業内容等開示ガイドライン）24の５－１」に従って半期報告書を提出していないため記載しておりません。 

５．提出会社は、平成18年3月21日付で、1株を1.1株に株式分割いたしました。なお、当該株式分割が第33期の期首に行われ

たと仮定した場合における1株当たり純資産額、1株当たり中間（当期）純利益金額はそれぞれ以下のとおりとなりま

す。 

回次 第33期中 第34期中 第35期中
第33期

（9カ月決算） 
第34期 

会計期間 

自 平成16年 
6月21日 

至 平成16年 
12月20日 

自 平成17年
3月21日 

至 平成17年 
9月20日 

自 平成18年
3月21日 

至 平成18年 
9月20日 

自 平成16年 
6月21日 

至 平成17年 
3月20日 

自 平成17年
3月21日 

至 平成18年 
3月20日 

(1)連結経営指標等   

売上高（百万円） － 73,981 88,159 107,173 158,292

経常利益（百万円） － 38,336 46,488 58,131 84,446

中間(当期)純利益（百万円） － 22,880 27,840 34,965 50,447

純資産額（百万円） － 329,857 385,846 306,382 359,542

総資産額（百万円） － 359,390 422,040 338,481 396,017

1株当たり純資産額（円） － 7,228.55 7,689.25 6,713.16 7,878.80

1株当たり中間（当期）純利
益金額（円） 

－ 501.39 554.79 765.60 1,104.82

潜在株式調整後1株当たり中
間（当期）純利益金額（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） － 91.8 91.4 90.5 90.8

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

－ 21,469 26,463 43,230 43,545

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

－ △50,697 △24,214 △44,840 △72,366

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

－ △751 △843 △317 △1,281

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高（百万円） 

－ 11,268 13,079 41,116 11,407

従業員数（人） － 2,319 2,633 2,086 2,379



  

回次 第33期中 第34期中 第35期中
第33期

（9カ月決算） 
第34期 

会計期間 

自 平成16年 
6月21日 

至 平成16年 
12月20日 

自 平成17年
3月21日 

至 平成17年 
9月20日 

自 平成18年
3月21日 

至 平成18年 
9月20日 

自 平成16年 
6月21日 

至 平成17年 
3月20日 

自 平成17年
3月21日 

至 平成18年 
3月20日 

1株当たり純資産額(円) － 6,571.41 7,689.25 6,102.88 7,162.55

1株当たり中間（当期）純利益金
額(円) 

－ 455.81 554.79 696.00 1,004.39



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．平成16年6月17日開催の第31回定時株主総会の決議により、事業年度を、第32期は平成16年3月21日から平成16年6月20日

までの3カ月間、また第33期は平成16年6月21日から平成17年3月20日までの9カ月間に変更しております。 

４．第33期中間期については、変則決算であり、証券取引法第24条の５及び「企業内容等の開示に関する留意事項について

（企業内容等開示ガイドライン）24の５－１」に従って半期報告書を提出していないため記載しておりません。 

５．平成18年3月21日付で、1株を1.1株に株式分割いたしました。なお、当該株式分割が第33期の期首に行われたと仮定した

場合における1株当たり純資産額、1株当たり中間（当期）純利益金額はそれぞれ以下のとおりとなります。 

  

回次 第33期中 第34期中 第35期中
第33期

（9カ月決算） 
第34期 

会計期間 

自 平成16年 
6月21日 

至 平成16年 
12月20日 

自 平成17年
3月21日 

至 平成17年 
9月20日 

自 平成18年
3月21日 

至 平成18年 
9月20日 

自 平成16年 
6月21日 

至 平成17年 
3月20日 

自 平成17年
3月21日 

至 平成18年 
3月20日 

(2)提出会社の経営指標等   

売上高（百万円） － 63,190 75,138 93,890 136,292

経常利益（百万円） － 35,566 43,485 54,702 78,849

中間(当期)純利益（百万円） － 21,444 26,135 33,006 47,386

資本金（百万円） － 30,637 30,637 30,637 30,637

発行済株式総数（千株） － 45,681 50,249 45,681 45,681

純資産額（百万円） － 319,922 371,749 298,130 347,502

総資産額（百万円） － 345,590 402,829 326,376 379,360

1株当たり純資産額（円） － 7,010.84 7,408.32 6,532.46 7,615.07

1株当たり中間（当期）純利
益金額（円） 

－ 469.92 520.80 722.80    1,037.88 

潜在株式調整後1株当たり中
間（当期）純利益金額（円） 

－ － － － －

1株当たり配当額（円） － 10.00 10.00 15.00 20.00

自己資本比率（％） － 92.6 92.3 91.3 91.6

従業員数（人） － 1,551 1,670 1,390 1,529

回次 第33期中 第34期中 第35期中
第33期

（9カ月決算） 
第34期 

会計期間 

自 平成16年 
6月21日 

至 平成16年 
12月20日 

自 平成17年
3月21日 

至 平成17年 
9月20日 

自 平成18年
3月21日 

至 平成18年 
9月20日 

自 平成16年 
6月21日 

至 平成17年 
3月20日 

自 平成17年
3月21日 

至 平成18年 
3月20日 

1株当たり純資産額(円) － 6,373.50 7,408.32 5,938.60 6,922.79

1株当たり中間（当期）純利益金
額(円) 

－ 427.20 520.80 657.09 943.53



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 当社グループの平成18年9月20日現在における従業員数（就業人員数）は、2,633人であります。 

 当社グループの主たる事業は産業用電子応用機器の製造販売であり、当該事業の売上高及び営業利益が90％を超えるため、

事業の種類別セグメントを開示しておらず、従業員数をセグメント別に区分して表示しておりません。 

  

(2)提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員数であります。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりません。 

  

  

  （平成18年9月20日現在）

従業員数（人） 1,670 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済につきましては、原油高や金利上昇などの懸念材料はありましたものの、企業業

績の回復や雇用環境の改善などを背景に緩やかな拡大基調が続いたものとみられます。当社業績と関係の深い製造業の設備投

資につきましても、幅広い業界において増加がみられました。 

 こうしたなかで、当社グループといたしましては中長期的な成長を維持する観点からも、企画開発面での充実、営業面での

強化を図ってまいりました。企画開発面では、小型・絶縁8ch高速マルチレコーダ、電極非接液型電磁式流量センサなどの新商

品開発を行い、営業面では、海外を中心とした営業拠点の拡充、人材の充実強化を図ってまいりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間における売上高は88,159百万円（前年同期比19.2％増）、営業利益は44,370百万円（前年

同期比19.3％増）、経常利益は46,488百万円（前年同期比21.3％増）、中間純利益は27,840百万円（前年同期比21.7％増）と

なりました。 

  

所在地別業績は次のとおりであります。 

①日本 

 国内における設備投資は、幅広い業界で増加がみられ、半導体・液晶や、機械、電気精密機器などの業界を中心に順調に

推移しました。そうしたなか、新商品の売上なども寄与し、セグメント間の内部売上高を含む売上高は79,930百万円（前年

同期比18.7％増）、営業利益は42,794百万円（前年同期比20.3％増）となりました。 

②北中米 

 米国景気は底堅く、設備投資は堅調に推移しました。そうしたなか、メキシコにも現地法人を設立するなど営業面の充実

強化を図り、外部顧客に対する売上高は7,438百万円（前年同期比22.9％増）、営業利益は798百万円（前年同期比26.5％

増）となりました。 

③その他 

 ヨーロッパ及びアジアについては、総じて好調に推移いたしました。ベルギー、ポーランドなどで営業拠点の新設・拡充

も積極的に行った結果、外部顧客に対する売上高は12,265百万円（前年同期比38.8％増）、営業利益は1,092百万円（前年同

期比14.0％増）となりました。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会計期間末に比べ1,810百万円

（16.1％）増加、前連結会計年度末に比べ1,671百万円（14.7％）増加し、13,079百万円となりました。なお、当中間連結会計

期間における各活動によるキャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加額は、26,463百万円と前年同期比23.3％の増加となりました。これ

は、当中間連結会計期間の税金等調整前中間純利益が46,488百万円と前年同期比22.2％増加したこと、法人税等の支払額が

17,709百万円と前年同期比18.0％増加したことなどによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動に使用した資金は、24,214百万円と前年同期比52.2％の減少となりました。これは、

有価証券の増加額が23,087百万円と前年同期比54.0％減少したことなどによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少額は、配当金の支払や自己株式の取得などにより843百万円と前年同

期比12.2％の増加となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社は即納体制を敷いているため、受注はほぼ売上高と均衡しており、受注残高に重要性はありません。 

  

(3)販売実績 

 （注）１．販売実績が総販売実績の100分の10以上となる相手先はないため、主要な顧客別の売上状況は記載を省略しております。

２．同種の機種でもその構造、形式等は一様でないため数量表示は困難であるので記載しておりません。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発の大部分を、当社が行っております。 

 当中間連結会計期間における主な成果といたしましては、データサンプリングと超高速メモリアクセスを同時処理するS.L.P.

ユニットを開発することでデッドタイムレス計測を実現、クラス最高の計測性能と多彩な機能をクラス最小ボディに凝縮した小

型・絶縁８ch高速マルチレコーダ（GR-7000シリーズ）の開発に成功いたしました。また、通水部の外側から静電容量を介して起

電力を検出することで流量を測定する方式を開発、完全貫通構造を実現したことで、配管内の汚れに強く、メンテナンスの大幅

削減を可能にした電極非接液型電磁式流量センサ（FD-Mシリーズ）等現場のニーズに対応した商品の開発にも注力しました。 

 なお、当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費は3,216百万円となりました。 

  

品目 
当中間連結会計期間

（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前年同期比（％） 

検出制御機器（百万円） 33,568 113.3 

計測制御機器（百万円） 27,616 112.1 

自動化用測定機器（百万円） 18,672 105.8 

その他（百万円） 3,562 118.0 

合計（百万円） 83,420 111.3 

品目 
当中間連結会計期間

（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前年同期比（％） 

検出制御機器（百万円） 34,487 117.7 

計測制御機器（百万円） 28,811 122.1 

自動化用測定機器（百万円） 19,758 117.6 

その他（百万円） 5,102 119.3 

合計（百万円） 88,159 119.2 



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 記載すべき事項はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 上記は、1株を1.1株に株式分割したことによるものであります。 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 137,000,000 

計 137,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年9月20日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月1日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 50,249,522 50,249,522

東京証券取引所
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部 

－ 

計 50,249,522 50,249,522 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年3月21日 4,568,138 50,249,522 － 30,637 － 30,526



(4）【大株主の状況】 

    平成18年9月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ティ・ティ 大阪府豊中市新千里南町3－23－2 8,981 17.87 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社信託口 

東京都中央区晴海1－8－11 5,528 11.00 

滝崎 武光 大阪府豊中市 3,874 7.71 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社信託口 

東京都港区浜松町2－11－3 2,473 4.92 

株式会社光通信 東京都豊島区南池袋1－16－15 1,427 2.84 

ステート ストリート バンク 
アンド トラストカンパニー
505103 

米国、ボストン 1,078 2.15 

（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行兜町証券
決済業務室） 

（東京都中央区日本橋兜町6－7）

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1－13－1 924 1.84 

ステート ストリート バンク 
アンド トラストカンパニー 

米国、ボストン 872 1.74 

（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行兜町証券
決済業務室） 

（東京都中央区日本橋兜町6－7）

岡本 光一 兵庫県宝塚市 729 1.45 

ザ バンク オブ ニューヨ
ーク トリーティー ジャス
デック アカウント 

ベルギー、ブリュッセル 712 1.42 

（常任代理人 株式会社三菱
東京ＵＦＪ銀行カストディ業
務部） 

（東京都千代田区丸の内2－7－1）
    

計 － 26,603 52.94 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が800株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数8個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであり、平成18年4月1日から平成18年9月30日までの暦月に

よっております。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年9月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   69,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 50,041,300 500,413 － 

単元未満株式 普通株式  138,722 －
1単元（100株）未満の
株式 

発行済株式総数 50,249,522 － － 

総株主の議決権 － 500,413 － 

      平成18年9月20日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社キーエンス 
大阪市東淀川区東中
島1－3－14 

69,500 － 69,500 0.14

計 － 69,500 － 69,500 0.14

月別 平成18年4月 5月 6月 7月 8月 9月 

最高（円） 31,450 32,150 29,680 29,710 27,360 28,790 

最低（円） 29,200 28,130 26,340 24,250 24,330 26,000 



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年3月21日から平成17年9月20日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、当

中間連結会計期間（平成18年3月21日から平成18年9月20日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年3月21日から平成17年9月20日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会

計期間（平成18年3月21日から平成18年9月20日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年3月21日から平成17年9月20日まで）及び当中

間連結会計期間（平成18年3月21日から平成18年9月20日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成17年3月21日から

平成17年9月20日まで）及び当中間会計期間（平成18年3月21日から平成18年9月20日まで）の中間財務諸表について、監査法人

トーマツにより中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年9月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年3月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金    11,270 13,080  11,409 

２．受取手形及び売掛
金 

   50,518 60,155  58,790 

３．有価証券    133,309 154,953  153,503 

４．たな卸資産    8,276 9,556  9,945 

５．繰延税金資産    4,033 5,042  4,882 

６．その他    669 899  634 

７．貸倒引当金    △222 △233  △253 

流動資産合計    207,855 57.8 243,454 57.7  238,912 60.3

Ⅱ 固定資産       

 １．有形固定資産 ※１     

(1)建物及び構築物   6,383  6,028 6,228  

(2)土地   6,691  6,814 6,691  

(3)その他   2,347 15,422 2,947 15,789 2,724 15,644 

２．無形固定資産    352 402  395 

３. 投資その他の資産       

(1)投資有価証券   116,550  140,676 119,210  

(2)金銭の信託   18,282  20,641 20,839  

(3)繰延税金資産   21  36 35  

(4)その他   914  1,053 985  

(5)貸倒引当金   △9 135,759 △14 162,393 △5 141,064 

固定資産合計    151,534 42.2 178,586 42.3  157,104 39.7

資産合計    359,390 100.0 422,040 100.0  396,017 100.0

        



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年9月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年3月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形及び買掛
金 

   3,548 4,023  4,154 

２．未払費用    1,921 2,016  2,001 

３．未払法人税等    15,232 18,651  17,899 

４．賞与引当金    4,101 4,932  5,597 

５．役員賞与引当金    － 15  － 

６．その他    1,892 2,349  2,265 

流動負債合計    26,697 7.4 31,988 7.6  31,917 8.1

Ⅱ 固定負債       

１．繰延税金負債    2,605 3,937  4,316 

２．その他    229 268  239 

固定負債合計    2,835 0.8 4,205 1.0  4,556 1.2

負債合計    29,532 8.2 36,194 8.6  36,474 9.2

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    30,637 8.5 － －  30,637 7.7

Ⅱ 資本剰余金    30,529 8.5 － －  30,530 7.7

Ⅲ 利益剰余金    266,849 74.3 － －  293,959 74.2

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   2,714 0.8 － －  4,886 1.2

Ⅴ 為替換算調整勘定    164 0.0 － －  641 0.2

Ⅵ 自己株式    △1,037 △0.3 － －  △1,112 △0.3

資本合計    329,857 91.8 － －  359,542 90.8

負債及び資本合計    359,390 100.0 － －  396,017 100.0

        



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年9月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年3月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１．資本金    － － 30,637 7.3  － －

２．資本剰余金    － － 30,531 7.2  － －

３．利益剰余金    － － 321,313 76.1  － －

４．自己株式    － － △1,500 △0.4  － －

株主資本合計    － － 380,981 90.3  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

１．その他有価証券評
価差額金 

   － － 3,867 0.9  － －

２．為替換算調整勘定    － － 998 0.2  － －

評価・換算差額等合
計 

   － － 4,865 1.2  － －

純資産合計    － － 385,846 91.4  － －

負債純資産合計    － － 422,040 100.0  － －

        



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    73,981 100.0 88,159 100.0  158,292 100.0

Ⅱ 売上原価    15,575 21.1 18,721 21.2  32,960 20.8

売上総利益    58,406 78.9 69,438 78.8  125,331 79.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  21,206 28.7 25,068 28.4  43,924 27.7

営業利益    37,199 50.3 44,370 50.3  81,407 51.4

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   169  442 391  

２．受取配当金   8  14 16  

３．持分法による投資
利益 

  174  358 472  

４．信託運用益   582  1,119 1,736  

５．為替差益   137  150 398  

６．雑収入   136 1,209 1.6 95 2,180 2.5 169 3,184 2.0

Ⅴ 営業外費用       

１．固定資産除却損   27  11 51  

２．雑損失   44 72 0.1 50 62 0.1 94 146 0.1

経常利益    38,336 51.8 46,488 52.7  84,446 53.3

Ⅵ 特別損失       

１．減損損失   286 286 0.4 － － － 286 286 0.2

税金等調整前中間
（当期）純利益 

   38,050 51.4 46,488 52.7  84,160 53.2

法人税、住民税及
び事業税 

※２  15,169 20.5 18,647 21.2  33,712 21.3

中間（当期）純利
益 

   22,880 30.9 27,840 31.6  50,447 31.9

        



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  30,528 30,528 

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１．自己株式処分差益  0 0 1 1 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期
末）残高 

 30,529 30,530 

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  244,679 244,679 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．中間（当期）純利益  22,880 22,880 50,447 50,447 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金  684 1,140

２．役員賞与  26 710 26 1,167 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高 

 266,849 293,959 

   



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年3月21日 至 平成18年9月20日） 

  

（注）前期決算の利益処分項目であります。 

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年3月20日 残高 
（百万円） 

30,637 30,530 293,959 △1,112 354,014

中間連結会計期間中の変動額   

剰余金の配当（注）  △456  △456

役員賞与の支給（注）  △31  △31

中間純利益  27,840  27,840

自己株式の取得  △391 △391

自己株式の処分  1 3 4

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

  

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ 1 27,353 △388 26,966

平成18年9月20日 残高 
（百万円） 

30,637 30,531 321,313 △1,500 380,981

  

評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券   
評価差額金 

為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計

平成18年3月20日 残高 
（百万円） 

4,886 641 5,527 359,542

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当（注）  △456

役員賞与の支給（注）  △31

中間純利益  27,840

自己株式の取得  △391

自己株式の処分  4

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△1,019 356 △662 △662

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△1,019 356 △662 26,303

平成18年9月20日 残高 
（百万円） 

3,867 998 4,865 385,846



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  38,050 46,488 84,160 

減価償却費   787 963 1,830 

減損損失   286 － 286 

信託運用益   △582 △1,119 △1,736 

受取利息及び受取配
当金 

  △177 △457 △408 

持分法による投資利
益 

  △174 △358 △472 

売上債権の増減額   △393 △1,161 △8,401 

たな卸資産の増減額   △647 458 △2,248 

仕入債務の増減額   649 △131 1,362 

賞与引当金の増減額   △888 △669 596 

役員賞与の支払額   △26 △31 △26 

その他   △600 △318 △725 

小計   36,283 43,663 74,215 

利息及び配当金の受
取額 

  197 510 477 

法人税等の支払額   △15,010 △17,709 △31,147 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  21,469 26,463 43,545 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有価証券の増減額   △50,152 △23,087 △70,469 

有形固定資産の取得
による支出 

  △760 △1,060 △1,982 

その他   215 △66 84 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △50,697 △24,214 △72,366 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

配当金の支払額   △684 △456 △1,140 

自己株式の取得と処
分による収支差額 

  △66 △387 △140 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △751 △843 △1,281 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  131 265 394 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △29,847 1,671 △29,708 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  41,116 11,407 41,116 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 11,268 13,079 11,407 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

１．連結の範囲に関する事項 すべての子会社19社を連結の範囲

に含めております。 

主要な連結子会社名は、KEYENCE 

CORPORATION OF AMERICAでありま

す。 

すべての子会社21社を連結の範囲

に含めております。 

主要な連結子会社名は、KEYENCE 

CORPORATION OF AMERICAでありま

す。 

KEYENCE MEXICO, S.A. DE C.V.ほ

か1社について、当中間連結会計

期間において新たに設立したた

め、連結の範囲に含めておりま

す。 

すべての子会社19社を連結の範囲

に含めております。 

主要な連結子会社名は、KEYENCE 

CORPORATION OF AMERICAでありま

す。 

２．持分法の適用に関する事

項 

すべての関連会社1社に持分法を

適用しております。 

関連会社名は、KOREA KEYENCE 

CO.,LTD.であります。 

同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

子会社のうちKEYENCE 

INTERNATIONAL TRADING 

(SHANGHAI) CO.,LTD.を除く在外

子会社12社および㈱信和電業社の

中間決算日は8月末日、KEYENCE 

INTERNATIONAL TRADING 

(SHANGHAI) CO.,LTD.については6

月末日であります。中間連結財務

諸表の作成に当たっては、同中間

決算日現在の中間財務諸表を使用

しております。 

ただし、これらの中間決算日と中

間連結決算日との間に発生した重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

子会社のうちKEYENCE 

INTERNATIONAL TRADING 

(SHANGHAI) CO.,LTD.ほか在外子

会社2社については6月末日、これ

ら3社を除く在外子会社12社及び

㈱信和電業社の中間決算日は8月

末日であります。中間連結財務諸

表の作成に当たっては、同中間決

算日現在の中間財務諸表を使用し

ております。 

ただし、これらの中間決算日と中

間連結決算日との間に発生した重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

子会社のうちKEYENCE 

INTERNATIONAL TRADING 

(SHANGHAI) CO.,LTD.を除く在外

子会社12社及び㈱信和電業社の決

算日は2月末日、KEYENCE 

INTERNATIONAL TRADING 

(SHANGHAI) CO.,LTD.については

12月末日であります。連結財務諸

表の作成に当たっては、同決算日

現在の財務諸表を使用しておりま

す。 

ただし、これらの決算日と連結決

算日との間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整を

行っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、取得原価は移動平均法

により算定） 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、取得原価は移動平均

法により算定） 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

取得原価は移動平均法によ

り算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  金銭の信託に含まれる有価証券 金銭の信託に含まれる有価証券 金銭の信託に含まれる有価証券 

  中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、取

得原価は移動平均法により算

定） 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

取得原価は移動平均法により

算定） 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、取得原

価は移動平均法により算定） 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

  たな卸資産 たな卸資産 たな卸資産 

  当社及び国内子会社は主とし

て総平均法による原価法、在

外子会社は主として総平均法

による低価法によっておりま

す。 

同左 同左 

  (ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 

  当社及び国内子会社は定率

法、在外子会社は主として定

額法を採用しております。 

同左 同左 

  無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 

  主として定額法を採用してお

ります。 

同左 同左 

  (ハ)重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、当社及び国内子会

社は一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。また、在外子会社は相手

先の財政状態を個別に判定し

て回収不能見込額を計上して

おります。 

同左 同左 

  賞与引当金 賞与引当金 賞与引当金 

  従業員に対する賞与支給に備

えるため、賞与支給予想額の

うち当中間連結会計期間負担

額を計上しております。 

同左 従業員に対する賞与支給に備

えるため、賞与支給予想額の

うち当期負担額を計上してお

ります。 

  ───── 役員賞与引当金 ───── 

      役員に対する賞与支給に備え

るため、賞与支給予想額のう

ち当中間連結会計期間負担額

を計上しております。 

  

  (ニ)その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(ニ)その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(ニ)その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

  消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金及び預入れ期間が3カ月

以内の預金としております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第6号 平成15年10月31日）が平成

16年3月31日以降に終了する連結会

計年度に係る連結財務諸表から適用

できるようになったことに伴い、当

中間連結会計期間から同会計基準及

び同適用指針を適用しております。

これにより税金等調整前中間純利益

は286百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第6号 平成15年10月31日）が平成

16年3月31日以降に終了する連結会

計年度に係る連結財務諸表から適用

できるようになったことに伴い、当

連結会計年度から同会計基準及び同

適用指針を適用しております。これ

により税金等調整前当期純利益は

286百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第5号 

平成17年12月9日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第8号 平成17年12月9日）

を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は385,846百万円でありま

す。 

なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

───── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

（中間連結損益計算書関係） 

  

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年3月21日 至 平成18年9月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式の増加4,568,138株は、平成18年3月21日付で1株を1.1株に株式分割したことによるものでありま

す。 

   ２．普通株式の自己株式の増加18,437株は、単元未満株式の買取りによる増加13,314株、株式分割による増加5,123株でありま

す。普通株式の自己株式の減少145株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

  

(2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

  

項目 
前中間連結会計期間末 
（平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年9月20日） 

前連結会計年度末 
（平成18年3月20日） 

※１．有形固定資産       

減価償却累計額 16,463百万円 18,047百万円 17,258百万円 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

  

  

※１．販売費及び一般管理費
のうち主要な費目及び
金額 

  
広告宣伝費 1,824百万円

役員報酬及び従業
員給料手当賞与 

6,657百万円

賞与引当金繰入額 3,772百万円

研究開発費 2,678百万円

広告宣伝費 2,146百万円

役員報酬及び従業
員給料手当賞与 

7,702百万円

賞与引当金繰入額 4,553百万円

研究開発費 3,216百万円

広告宣伝費 3,805百万円

役員報酬及び従業
員給料手当賞与 

16,048百万円

賞与引当金繰入額 5,158百万円

研究開発費 5,957百万円

※２．法人税等の表示方法 法人税等調整額は「法人税、住民

税及び事業税」に含めて表示して

おります。 

同左 ───── 

  
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末
株式数（株） 

発行済株式 

普通株式（注）１ 45,681,384 4,568,138 － 50,249,522 

合計 45,681,384 4,568,138 － 50,249,522 

自己株式 

普通株式（注）２ 51,235 18,437 145 69,527 

合計 51,235 18,437 145 69,527 

決議 株式の種類 配当金の総額
1株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年6月16日 
定時株主総会 

普通株式 456百万円 10円 平成18年3月20日 平成18年6月19日

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
1株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年11月6日 
取締役会 

普通株式 501百万円 利益剰余金 10円 平成18年9月20日 平成18年11月29日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成17年9月20日現在） （平成18年9月20日現在） （平成18年3月20日現在） 
  

  百万円 

現金及び預金勘定 11,270 

預入れ期間が3カ月を超え
る定期預金 

△1 

現金及び現金同等物 11,268 

  
  百万円 

現金及び預金勘定 13,080 

預入れ期間が3カ月を超え
る定期預金 

△1 

現金及び現金同等物 13,079 

  百万円 

現金及び預金勘定 11,409 

預入れ期間が3カ月を超え
る定期預金 

△2 

現金及び現金同等物 11,407 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年9月20日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 上記の他、以下のものはその他有価証券に準じた会計処理を適用しております。 

  

当中間連結会計期間末（平成18年9月20日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 上記の他、以下のものはその他有価証券に準じた会計処理を適用しております。 

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 767 2,961 2,193 

(2）債券 

国債・地方債等 203,198 203,161 △37 

社債 30,160 30,144 △15 

(3）その他 12,500 13,027 527 

合計 246,626 249,294 2,668 

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

金銭の信託 16,388 18,282 1,894 

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 768 3,751 2,982 

(2)債券 

国債・地方債等 224,025 223,796 △228 

社債 52,654 52,547 △106 

(3)その他 12,500 14,342 1,842 

合計 289,948 294,439 4,490 

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

金銭の信託 18,631 20,641 2,009 



前連結会計年度末（平成18年3月20日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 上記の他、以下のものはその他有価証券に準じた会計処理を適用しております。 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年9月20日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 記載すべき事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末（平成18年9月20日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 記載すべき事項はありません。 

  

前連結会計年度末（平成18年3月20日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 記載すべき事項はありません。 

  

  

  取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1) 株式 768 4,217 3,449 

(2) 債券 

国債・地方債等 222,694 222,195 △498 

社債 30,912 30,889 △23 

(3) その他 12,500 14,477 1,977 

合計 266,875 271,779 4,904 

  取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

金銭の信託 17,530 20,839 3,308 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当社グループの主たる事業は産業用電子応用機器の製造販売であり、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前

連結会計年度における当該事業の売上高及び営業利益が90％を超えるため記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年3月21日 至 平成17年9月20日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北米……米国 

その他……アジア、ヨーロッパ 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年3月21日 至 平成18年9月20日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北中米……米国 

その他……アジア、ヨーロッパ 

３．当中間連結会計期間にメキシコに現地法人を設立したことに伴い、セグメントの表記を北米から北中米に変更しており

ます。 

  
日本 

（百万円） 
北米

（百万円） 
その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 59,092 6,053 8,835 73,981 － 73,981

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

8,217 － － 8,217 (8,217) －

計 67,310 6,053 8,835 82,199 (8,217) 73,981

営業費用 31,746 5,422 7,877 45,045 (8,264) 36,781

営業利益 35,564 630 958 37,153 46 37,199

  
日本 

（百万円） 
北中米
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 68,455 7,438 12,265 88,159 － 88,159

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

11,474 － － 11,474 (11,474) －

計 79,930 7,438 12,265 99,634 (11,474) 88,159

営業費用 37,135 6,640 11,172 54,949 (11,159) 43,789

営業利益 42,794 798 1,092 44,685  (314) 44,370



前連結会計年度（自 平成17年3月21日 至 平成18年3月20日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北米……米国 

その他……アジア、ヨーロッパ 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年3月21日 至 平成17年9月20日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北米・中南米……米国 

その他……アジア、ヨーロッパ 

３．海外売上高は当社及び子会社の日本以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年3月21日 至 平成18年9月20日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北米・中南米……米国 

その他……アジア、ヨーロッパ 

３．海外売上高は当社及び子会社の日本以外の国又は地域における売上高であります。 

  
日本 

（百万円） 
北米

（百万円） 
その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高 126,026 13,243 19,021 158,292 － 158,292

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

18,399 － － 18,399 (18,399) －

計 144,426 13,243 19,021 176,691 (18,399) 158,292

営業費用 66,278 11,607 16,876 94,762 (17,877) 76,884

営業利益 78,147 1,636 2,145 81,929 (521) 81,407

  北米・中南米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 6,068 10,415 16,483 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 73,981 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割合（％） 8.2 14.1 22.3 

  北米・中南米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 7,465 13,687 21,152 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 88,159 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割合（％） 8.5 15.5 24.0 



前連結会計年度（自 平成17年3月21日 至 平成18年3月20日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北米・中南米……米国 

その他……アジア、ヨーロッパ 

３．海外売上高は当社及び子会社の日本以外の国又は地域における売上高であります。 

  

（1株当たり情報） 

  

  北米・中南米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 13,286 22,398 35,684 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 158,292 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割合（％） 8.4 14.1 22.5 

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日)

前連結会計年度 
(自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日)

1株当たり純資産額 7,228円55銭 7,689円25銭 7,878円80銭 

1株当たり中間（当期）純利益金額 501円39銭 554円79銭 1,104円82銭 

潜在株式調整後1株当たり中間（当

期）純利益金額 

潜在株式調整後1株当

たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が

ないため記載しており

ません。 

同左 潜在株式調整後1株当

たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が

ないため記載しており

ません。 

     当社は、平成18年3

月21日付で株式1株に

つき1.1株の株式分割

を行っております。 

 なお、当該株式分割

が前期首に行われたと

仮定した場合の1株当

たり情報については、

それぞれ以下のとおり

となります。 

(前中間連結会計期間) 

1株当たり純資産額 

6,571円41銭 

1株当たり中間純利益

金額 

455円81銭 

(前連結会計年度) 

1株当たり純資産額 

7,162円55銭 

1株当たり当期純利益

金額 

1,004円39銭 

  



（注） 1株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日)

前連結会計年度 
(自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日)

中間（当期）純利益（百万円） 22,880 27,840 50,447 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 31 

（うち利益処分による役員賞与金
（百万円）） 

(－) (－) (31) 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

22,880 27,840 50,415 

普通株式の期中平均株式数（株） 45,633,800 50,182,949 45,632,388 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年9月20日） 

当中間会計期間末
（平成18年9月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年3月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   2,617  2,053 1,359  

２．受取手形   13,684  15,855 14,418  

３．売掛金   33,187  39,765 40,390  

４．有価証券   133,309  154,953 153,503  

５．たな卸資産   7,106  7,867 8,526  

６．繰延税金資産   3,116  3,683 3,681  

７．その他   941  1,077 898  

８．貸倒引当金   △80  △56 △94  

流動資産合計    193,882 56.1 225,199 55.9  222,684 58.7

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1)建物   6,244  5,885 6,072  

(2)その他   1,986  2,368 2,236  

有形固定資産合計   8,230  8,254 8,309  

２．無形固定資産   277  316 305  

３．投資その他の資産       

(1)投資有価証券   124,044  147,535 126,326  

(2)金銭の信託   18,282  20,641 20,839  

(3)その他   882  897 900  

(4)貸倒引当金   △9  △14 △5  

投資その他の資産
合計 

  143,200  169,059 148,060  

固定資産合計    151,708 43.9 177,629 44.1  156,675 41.3

資産合計    345,590 100.0 402,829 100.0  379,360 100.0

        



    
前中間会計期間末 
（平成17年9月20日） 

当中間会計期間末
（平成18年9月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年3月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   2,597  2,878 3,101  

２．未払費用   1,600  1,756 1,747  

３．未払法人税等   14,553  17,746 17,035  

４．賞与引当金   3,839  4,480 5,126  

５．役員賞与引当金   －  12 －  

６．その他   1,369  1,790 1,740  

流動負債合計    23,960 6.9 28,664 7.1  28,751 7.6

Ⅱ 固定負債       

１．繰延税金負債   1,691  2,400 3,091  

２．その他   15  15 15  

固定負債合計    1,707 0.5 2,415 0.6  3,106 0.8

負債合計    25,667 7.4 31,080 7.7  31,857 8.4

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    30,637 8.9 － －  30,637 8.1

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   30,526  － 30,526  

２．その他資本剰余金   2  － 3  

資本剰余金合計    30,529 8.8 － －  30,530 8.0

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   692  － 692  

２．任意積立金   234,303  － 234,303  

３．中間(当期)未処分
利益 

  22,087  － 47,573  

利益剰余金合計    257,083 74.4 － －  282,569 74.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   2,710 0.8 － －  4,877 1.3

Ⅴ 自己株式    △1,037 △0.3 － －  △1,112 △0.3

資本合計    319,922 92.6 － －  347,502 91.6

負債及び資本合計    345,590 100.0 － －  379,360 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成17年9月20日） 

当中間会計期間末
（平成18年9月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年3月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１．資本金    － － 30,637 7.6  － －

２．資本剰余金       

(1）資本準備金   －  30,526 －  

(2）その他資本剰余
金 

  －  4 －  

資本剰余金合計    － － 30,531 7.6  － －

３．利益剰余金       

(1）利益準備金   －  692 －  

(2）その他利益剰余
金 

      

別途積立金   －  280,803 －  

繰越利益剰余金   －  26,726 －  

利益剰余金合計    － － 308,222 76.5  － －

４．自己株式    － － △1,500 △0.4  － －

株主資本合計    － － 367,890 91.3  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

１．その他有価証券評
価差額金 

   － － 3,858 1.0  － －

評価・換算差額等合
計 

   － － 3,858 1.0  － －

純資産合計    － － 371,749 92.3  － －

負債純資産合計    － － 402,829 100.0  － －

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間会計期間
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    63,190 100.0 75,138 100.0  136,292 100.0

Ⅱ 売上原価    13,267 21.0 15,913 21.2  28,457 20.9

売上総利益    49,923 79.0 59,224 78.8  107,835 79.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   15,602 24.7 17,796 23.7  32,025 23.5

営業利益    34,320 54.3 41,428 55.1  75,809 55.6

Ⅳ 営業外収益 ※１  1,281 2.0 2,083 2.8  3,108 2.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  35 0.1 26 0.0  69 0.1

経常利益    35,566 56.3 43,485 57.9  78,849 57.9

税引前中間（当期）
純利益 

   35,566 56.3 43,485 57.9  78,849 57.9

法人税、住民税及び
事業税 

※４  14,122 22.3 17,349 23.1  31,462 23.1

中間（当期）純利益    21,444 33.9 26,135 34.8  47,386 34.8

前期繰越利益    643  643 

中間配当額    －  456 

中間（当期）未処分
利益 

   22,087  47,573 

        



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年3月21日 至 平成18年9月20日） 

  

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  次へ 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年3月20日 残高 
（百万円） 

30,637 30,526 3 30,530 692 234,303 47,573 282,569 △1,112 342,624

中間会計期間中の変動額    

別途積立金の積立（注）  46,500 △46,500 －  －

剰余金の配当（注）  △456 △456  △456

役員賞与の支給（注）  △25 △25  △25

中間純利益  26,135 26,135  26,135

自己株式の取得   △391 △391

自己株式の処分  1 1  3 4

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

   

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 1 1 － 46,500 △20,846 25,653 △388 25,266

平成18年9月20日 残高 
（百万円） 

30,637 30,526 4 30,531 692 280,803 26,726 308,222 △1,500 367,890

  

評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年3月20日 残高 
（百万円） 

4,877 4,877 347,502

中間会計期間中の変動額 

別途積立金の積立（注） －

剰余金の配当（注） △456

役員賞与の支給（注） △25

中間純利益 26,135

自己株式の取得 △391

自己株式の処分 4

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△1,018 △1,018 △1,018

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△1,018 △1,018 24,247

平成18年9月20日 残高 
（百万円） 

3,858 3,858 371,749



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間会計期間
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、取

得原価は移動平均法により算

定） 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

取得原価は移動平均法により

算定） 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、取得原

価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  金銭の信託に含まれる有価証券 金銭の信託に含まれる有価証券 金銭の信託に含まれる有価証券 

  中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、取得原価

は移動平均法により算定） 

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、取得原

価は移動平均法により算定） 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、取得原価は移

動平均法により算定） 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

  同左 同左 

製品 総平均法による原価法     

原材料 総平均法による原価法     

仕掛品 総平均法による原価法     

３．固定資産の減価償却の方

法 

  同左 同左 

有形固定資産 定率法     

無形固定資産 定額法     

４．引当金の計上基準       

(1）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

同左 同左 

(2) 賞与引当金 従業員に対する賞与支給に備える

ため、賞与支給予想額のうち当中

間会計期間負担額を計上しており

ます。 

同左 従業員に対する賞与支給に備える

ため、賞与支給予想額のうち当期

負担額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 ───── 役員に対する賞与支給に備えるた

め、賞与支給予想額のうち当中間

会計期間負担額を計上しておりま

す。 

───── 

５．消費税等の会計処理方法 税抜方式によっております。 同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間会計期間
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第6号 平成15年10月31日）が平成

16年3月31日以降に終了する事業年

度に係る財務諸表から適用できるこ

とになったことに伴い、当中間会計

期間から同会計基準及び同適用指針

を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第6号 平成15年10月31日）が平成

16年3月31日以降に終了する事業年

度に係る財務諸表から適用できるこ

とになったことに伴い、当事業年度

から同会計基準及び同適用指針を適

用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

───── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第5号 平成

17年12月9日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第8号 平成17年12月9日）を適

用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は371,749百万円でありま

す。 

なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

───── 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年3月21日 至 平成18年9月20日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加18,437株は、単元未満株式の買取りによる増加13,314株、株式分割による増加5,123株であります。

普通株式の自己株式の減少145株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年9月20日） 

当中間会計期間末
（平成18年9月20日） 

前事業年度末 
（平成18年3月20日） 

※１．有形固定資産       

減価償却累計額 15,630百万円 16,901百万円 16,283百万円 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間会計期間
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

  
※１．営業外収益の主要項目 

  
信託運用益 582百万円 信託運用益 1,119百万円 信託運用益 1,736百万円

  
※２．営業外費用の主要項目 

  
固定資産除却損 20百万円 固定資産除却損 11百万円 固定資産除却損 39百万円

  

  
 ３．減価償却実施額 

  
有形固定資産 611百万円

無形固定資産 34百万円

有形固定資産 740百万円

無形固定資産 46百万円

有形固定資産 1,432百万円

無形固定資産 80百万円

※４．法人税等の表示方法 法人税等調整額は「法人税、住民

税及び事業税」に含めて表示して

おります。 

同左 ───── 

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当中間会計期間
増加株式数（株） 

当中間会計期間
減少株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

自己株式 

普通株式（注） 51,235 18,437 145 69,527 

合計 51,235 18,437 145 69,527 



（1株当たり情報） 

 （注） 1株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

項目 
前中間会計期間

(自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日)

当中間会計期間
(自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日)

前事業年度 
(自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日)

1株当たり純資産額 7,010円84銭 7,408円32銭 7,615円07銭 

1株当たり中間（当期）純利益金額 469円92銭 520円80銭 1,037円88銭 

潜在株式調整後1株当たり中間（当

期）純利益金額 

潜在株式調整後1株当

たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が

ないため記載しており

ません。 

同左 潜在株式調整後1株当

たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が

ないため記載しており

ません。 

    当社は、平成18年3

月21日付で株式1株に

つき1.1株の株式分割

を行っております。 

 なお、当該株式分割

が前期首に行われたと

仮定した場合の1株当

たり情報については、

それぞれ以下のとおり

となります。 

(前中間会計期間) 

1株当たり純資産額 

6,373円50銭 

1株当たり中間純利益

金額 

427円20銭 

(前事業年度) 

1株当たり純資産額 

6,922円79銭 

1株当たり当期純利益

金額 

943円53銭 

  

  
前中間会計期間

(自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日)

当中間会計期間
(自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日)

前事業年度 
(自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日)

中間（当期）純利益（百万円） 21,444 26,135 47,386 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 25 

（うち利益処分による役員賞与金
（百万円）） 

(－) (－) (25) 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

21,444 26,135 47,361 

普通株式の期中平均株式数（株） 45,633,800 50,182,949 45,632,388 



(2）【その他】 

平成18年11月6日開催の取締役会において、第35期の中間配当を行うことを決議しました。 

中間配当金総額    501百万円 

1株当たりの額     10円00銭 

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第34期）（自 平成17年3月21日 至 平成18年3月20日）平成18年6月19日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成17年11月25日 

株式会社キーエンス       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 吉川 郁夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 浅賀 裕幸  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社キーエンスの平成17年３月21日から平成18年３月20日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年３月

21日から平成17年９月20日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社キーエンス及び連結子会社の平成17年９月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成17年３月21日から平成17年９月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注） 上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成18年11月24日 

株式会社キーエンス       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 吉川 郁夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 浅賀 裕幸  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社キーエンスの平成18年３月21日から平成19年３月20日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年３月

21日から平成18年９月20日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社キーエンス及び連結子会社の平成18年９月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成18年３月21日から平成18年９月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注） 上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成17年11月25日 

株式会社キーエンス       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 吉川 郁夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 浅賀 裕幸  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社キーエンスの平成17年３月21日から平成18年３月20日までの第34期事業年度の中間会計期間（平成17年３月21

日から平成17年９月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社キーエンスの平成17年９月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年

３月21日から平成17年９月20日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注） 上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成18年11月24日 

株式会社キーエンス       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 吉川 郁夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 浅賀 裕幸  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社キーエンスの平成18年３月21日から平成19年３月20日までの第35期事業年度の中間会計期間（平成18年３月21

日から平成18年９月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社キーエンスの平成18年９月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年

３月21日から平成18年９月20日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注） 上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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